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2015年2月期

株 主 通 信
2014年3月1日～2015年2月28日

証券コード：4745
株式会社東京個別指導学院
〒163-0525
東京都新宿区西新宿一丁目26番2号
新宿野村ビル25階
TEL: 03-6911-3216
URL： http://www.kobetsu.co.jp/ 

　株主のみなさまにおかれましては、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し
上げます。
　当社は2015年2月期において、売上高15,717百万円で前期比9.7%増、営業
利益1,724百万円で前期比35.5%増、経常利益1,729百万円で前期比35.4%増
と大幅な増収増益となりました。3期連続の増収増益となり、順調な成長を遂げて
おります。
　個別指導事業においては、過去最高の年間累計問い合わせ数・年間累計入会者
数を追い風として、予定開校数を大幅に上回る10教室の新規開校を達成いたしま
した。広告宣伝費などの先行費用を抑えた合理的な開校手法によって、営業利益
率向上にも大きく貢献することができました。既存教室についても、キャパシティ
対策や自習席の増席などリニューアルを積極的に図り、着実に進展しております。
また、株式会社ベネッセコーポレーションとの提携による「クラスベネッセ」を新規
開校し、「Benesse 文章表現教室」の個別指導教室との併設をスタートいたしまし
た。さらに、インターネットを介した個別指導「CCDnet」を開始し、本格的な全国
展開へ向けて始動するなど、事業の複線化にも意欲的に取り組みました。このよう
に2015年2月期は中長期的な成長への布石を着実に打つことができた一年で
あったと考えております。
　おかげさまで当社は、中期経営計画「Shining☆2015」の最終年度となる2016
年2月期に創業30周年を迎えます。これもひとえに株主のみなさまやお客さまか
らの長年にわたる温かいご支援、ご愛顧の賜物と心より感謝申し上げます。今後も
引き続き、グローバリゼーションや教育に関するデジタリゼーションの進展といっ
た社会変化に対応しながら、当社の強みを生かした事業展開を図ってまいります。
つきましては、社員一丸となって躍動感あふれる事業活動を推し進めるために、最
終年度を2018年2月期とする新中期経営計画「Dynamic Challenge 2017」を
策定しました。新たな計画に基づいて「ドミナント戦略×最適なサービスポートフォ
リオの構築」「教育力の強化」「ベネッセとの連携による付加価値向上」という成長戦
略を推進し、展開地域における当社ブランドの浸透を図りながら、継続してお客さ
ま満足度の向上と業績拡大を実現してまいります。中長期にわたる持続的な成長
の実現により、社会的企業価値を高めていきたいと考えています。
　子どもたちの未来には、2つの力が必要であると考えます。予測のつかない変化
の時代に自ら考え主体的に動ける「自立」の力と、グローバル社会の中で人々の多
様な価値観を受け入れ、コミュニケーションを前提とした信頼関係の中で支え合う
「共生」の力です。私たちの指導方法は、子どもたちを信じ、励まし、ほめながら、1人
ひとりに「やればできるという自信」「チャレンジする喜び」「夢を持つ事の大切さ」を
伝えることです。この指導方法をもって、子どもたちに必要な2つの力を伸ばしてい
くことが可能です。このような教育サービスを、持続的な成長を実現することで、今
後も社会に向けて提供し続けてまいります。株主のみなさまにおかれましては、今
後とも一層のご支援を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

2015年5月
代表取締役社長   齋藤 勝己

持続的な成長による社会的企業価値の向上を目指し、
新中期経営計画の目標達成に邁進いたします。

■ 売上高
（単位： 百万円）

■ 営業利益
（単位： 百万円）

■ 当期純利益
（単位： 百万円）
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　今後、社会的な環境変化が加速することで、新たな業種・職種
の出現や国内の海外人材の増加など、子どもたちには「自分で考
え、主体的に動ける力」「異文化を理解・受容し、海外人材と協働で
きる力」が求められるようになります。一方、大学入試改革により
2020年のセンター試験廃止が検討され、受験システムが大きく
変革していく中で、学習ニーズの多様化など個別指導塾にとって
は大きなビジネスチャンスが到来します。当社の「受験に備える

中高生へのきめ細かい対応力」「教育カリキュラムが多様な私立
校生に対する指導力」「人口の都市集中化に対応した開校ノウハ
ウ」という強みを生かし、業績回復に注力するフェーズから、さら
なる成長と新たな価値創出を目指すフェーズへと転換を図って
いきます。その実現に向け、2016年2月期より新中期経営計画
「Dynamic Challenge 2017」を掲げ、持続的な成長による社
会的企業価値の向上を目指します。

新中期経営計画「Dynamic Challenge 2017」の概要についてご説明します。

新中期経営計画

Dynamic Challenge 2017の目標値

◆  財務戦略
　業績の堅調な推移とともに、財務基盤の安定を踏まえ、株主の
みなさまへの利益還元のさらなる充実を図るために、2016年
2月期以降の配当につき、配当性向50％以上を目標とすることと
いたしました。

　2016年2月期の配当については、1株当たり16円（年間）の普通
配当に、会社創立30周年の記念配当1株当たり8円（年間）を加え、
合計24円（年間）とする予定です。
　さらに、今後の財務戦略としては、これまでの事業基盤を生かし
つつ、一層の企業成長につながるM&A投資も検討してまいります。

新中期経営計画の概要

Dynamic Challenge 2017

◆ 成長戦略

持続的な成長による社会的企業価値の向上

経営基盤の強化・効率化

ドミナント
×

サービスポートフォリオ
教育力の強化 ベネッセとの連携による

付加価値向上

▶ 東京個別指導学院、関西個別指導学院の両ブ
ランドで100カ所以上の開校候補地の中からの
新規開校を推進

▶ インターネットを活用した双方向通信授業
「CCDnet」を全国展開するとともに、自学自習指
導を個別フォローする「クラスベネッセ」や、
「Benesse サイエンス教室」「Benesse 文章表
現教室」などの事業をバランスよく展開し、収益
性の向上と顧客価値の最大化を図る

▶ 持続的な成長のために不可欠な経営基盤の強化策として、人材面については講師からの積極的な採用、OB・OG組織の立ち上げ検討、講師採用・研修
センターのさらなる充実

▶ 生産性向上のための業務プロセスの改善と顧客サービスの強化を実施、新ITシステム開発にも着手

▶ 講師品質の維持・向上による教育力の強化を目
指し、これまでの経験と直営の強みを生かした
採用・研修を充実させる

▶ 進路指導センターの設置や社内ナレッジポータ
ルの充実による社内組織の強化、オリジナル教
材・コンテンツの深化、ベネッセグループとの連
携によるシナジーの最大化などを推進し、教育
力および進路指導力を強化

▶ ベネッセグループ企業として、進研ゼミ会員へ
の連携マーケティングを継続し、高付加価値を
生み出すグループ連携を進化

▶ グループのスケールメリットを活用した人材交
流、購買・調達なども積極化

15.2期
Dynamic Challenge 2017

16.2期予想 17.2期目標値 18.2期目標値
売上高 157億円 169億円 180億円以上 193億円以上
営業利益 17億円 23億円 26億円以上 29億円以上
営業利益率 11.0% 13.6% 14.4％以上 15.0％以上
配当性向 40.4% 93.3% 50％以上 50％以上
年間1株配当額 8円 24円

普通配当16円+記念配当8円
ー ー

テーマ

＊今後の業績推移と投資戦略を勘案しながら決定してまいります。

経営効率の向上戦略的投資持続的成長
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　当社の株主優待制度は、株主さ
ま・ご親族・ご友人に当社の教育サー
ビスを体験していただくきっかけと
なることを願ってご案内いたしてお
ります。
　優待券のハガキをご送付いただ
くと、到着日に応じ、適用月の授業
料・受講費が割引になります。適用外
や月額上限など、詳細は優待券と同
封の「優待券ご利用の手引」をよくお
読みください。また、詳細は下記の
当社サイトでもご確認いただけます。

事 業 年 度

期 末 配 当 金 支 払
株 主 確 定 日

第2四半期末配当金
支 払 株 主 確 定日

定 時 株 主 総 会

株 主 名 簿 管 理 人
特 別 口 座 の 口 座
管 理 機 関

同 連 絡 先

上 場 証 券 取 引 所

公 告 の 方 法

3月1日～翌年2月末日

2月末日

8月末日

毎年5月

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
TEL： 0120-232-711（フリーダイヤル）

株式会社東京証券取引所　市場第一部

電子公告により行う。公告掲載URL： http：//www.kobetsu.co.jp/
（ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを得ない事由が生じた
ときは、日本経済新聞に公告いたします。）

1.  株券電子化に伴い、株主さまの住所変更、
買取請求その他各種お手続きにつきまし
ては、原則、口座を開設されている口座管
理機関（証券会社等）で承ることとなってお
ります。口座を開設されている証券会社等
にお問い合わせください。株主名簿管理人
（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いでき
ませんのでご注意ください。

2.  特別口座に記録された株式に関する各種
お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀
行が口座管理機関となっておりますので、
左記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ
信託銀行）にお問い合わせください。なお、
三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取
次ぎいたします。

3.  未受領の配当金につきましては、支払開始
の日から満3年間に限り三菱UFJ信託銀行
本支店でお支払いいたします。

ご注意

株主メモ

● 会社概要

社 名
資 本 金
従 業 員 数

主要な事業内容
取 引 銀 行

本 社

U R L

株式会社東京個別指導学院
6億4,215万円
社員  418名
アルバイト講師他  7,082名
（パートタイマー含む）

学習塾の経営、それに付帯する一切の業務
三菱東京UFJ銀行
三井住友銀行
みずほ銀行
〒163-0525
東京都新宿区西新宿一丁目26番2号 
新宿野村ビル25階
http://www.kobetsu.co.jp/

● 株式の状況

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

267,000,000株
54,291,435株

4,566名

● 大株主（上位5名）

所有株式数（株）

33,610,800
10,344,800
1,478,900
956,500
498,800

持株比率（％）

61.90
19.05
2.72
1.76
0.91

株主名

株式会社ベネッセホールディングス
有限会社エス・ビーアセット・マネジメント
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
JP MORGAN CHASE BANK 380646

会社概要・株式情報（2015年2月28日現在）

株主優待制度のご案内 優待の概要
● 割当基準月
● 優待の内容

● ご利用対象となる教室
 東京個別指導学院・関西個別指導学院・
 Benesse サイエンス教室・Benesse 文章表現教室・
 CCDnet

毎年2月ならびに8月
当社が運営する各教室における
通常授業料・受講費の割引

株式数
ご優待額（年2回） 合計（1年間）
 5月発行（2月末日基準） 年間ご優待額

100 株以上 1,000 円 2,000 円
300株以上 2,000 円 4,000 円
500株以上 3,000 円 6,000 円
700株以上 4,000 円 8,000 円
1,000 株以上 6,000 円 12,000 円
1,500 株以上 9,000 円 18,000 円
3,000 株以上 15,000 円 30,000 円
9,000 株以上 30,000 円 60,000 円
15,000 株以上 45,000 円 90,000 円

 11月発行（8月31日基準）

● 優待券贈呈数

http://ir.tkg.jp/stocks/compliments.html
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（証券コード4745）
平成27年5月27日

株主各位
東京都新宿区西新宿一丁目26番2号

新宿野村ビル25階
株式会社東京個別指導学院
代表取締役社長　齋藤勝己

第32期定時株主総会決議ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、本日開催の当社第32期定時株主総会におきまして、下記のとおり報告並びに決議されましたので、ご通知
申し上げます。

敬具

記　
報告事項  第32期（平成26年3月1日から平成27年2月28日まで）事業報告及び計算書類報告の件
 本件は、上記事業報告及び計算書類について、その内容を報告いたしました。
決議事項
第1号議案 剰余金処分の件
 本件は、原案のとおり承認可決されました。
 なお、第32期期末配当金は、1株につき4円（普通配当金4円）と決定いたしました。
第2号議案 定款一部変更の件
 本件は、原案のとおり承認可決されました。
  なお、主な変更の内容は、次のとおりであります。 

「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）の施行に伴い、定款第27条第2項（取締役
の責任免除）に定める「社外取締役」を「取締役（業務執行取締役等である者を除く。）」に、また、第37
条第2項（監査役の責任免除）に定める「社外監査役」を「監査役」に、それぞれ変更いたしました。

第3号議案 取締役7名選任の件
  本件は、原案のとおり承認可決され、取締役に齋藤勝己氏、井上久子氏、舟戸彰一氏、大村信明氏、

岩田松雄氏、上田祐司氏が再任され、新たに坪井伸介氏が選任され、それぞれ就任いたしました。
第4号議案 監査役2名選任の件
  本件は、原案のとおり承認可決され、監査役に新たに齋藤直人氏、高見之雄氏が選任され、それぞ

れ就任いたしました。

　本総会終了後開催の取締役会において、齋藤勝己氏が代表取締役社長に、井上久子氏が取締役副社長に
選定され、それぞれ就任いたしました。
　また、本総会終了後開催の監査役会において、常勤監査役に藤田穣氏が選定され、就任いたしました。

第32期期末配当金のお支払について
　第32期期末配当金は、同封の「第32期期末配当金領収証」により最寄りのゆうちょ銀行（郵便局）において、
ゆうちょ銀行（郵便局）取扱期間内（平成27年5月28日から平成27年6月29日まで）にお受け取りください。
　なお、振込ご指定の株主の方には、「配当金計算書」及び「配当金振込先のご確認について」に記載のとおり
お手続をいたしますので、ご確認ください。　　　　　　　　　

以上

会終 後 催 締役会 齋藤 表 締役社 久 締役 社


